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平成２６年度第２回北海道私立学校審議会議事録

１ 日 時 平成２６年１１月６日（木） １３：３０～１４：４０

２ 場 所 道庁赤れんが庁舎２階２号会議室

３ 委員定数 １５名

４ 出席委員 １０名

佐藤会長、榮委員、杉原委員、鈴木委員、永田委員、黒坂委員、

小泉委員、浅井委員、齊藤委員、本間委員

５ 傍 聴 者 １名

６ 議 題

(１) 前回答申の処理状況

(２) 諮問事項の審議

私立高等学校の設置認可について （ １件）

学校法人の寄附行為認可について （ １件）

私立高等学校の収容定員に係る学則変更認可について （ ２件）

私立幼稚園の収容定員に係る園則変更（定員増）認可について （２２件）

私立幼稚園の収容定員に係る園則変更（定員減）認可について （１５件）

私立幼稚園の廃止認可について （ ２件）

学校法人の解散認可について （ １件）

私立専修学校に係る目的変更認可について （ １件）

私立専修学校の廃止認可について （ １件）

学校法人の解散認可について （ １件）

(３) 報告事項

ア 計画了承案件の取下げについて

イ 平成２６年度北海道・東北・新潟県私立学校審議会協議会について

ウ 第６９回全国私立学校審議会連合会総会について

(４) その他

７ 議事の経過及びその結果

会長から、審議会運営規則第５条に規定する会議定員数に達している旨の宣言後、鈴

木委員、小泉委員を議事録署名人に指名した。

はじめに、前回答申の処理状況について資料１に基づき事務局から説明し、その後、

諮問事項の審議に入った。

議事の経過及び結果は次のとおりである。

(1) 私立高等学校の設置認可及び学校法人の寄附行為認可について

北海道芸術高等学校の設置認可（諮問番号第1150号（１））及び学校法人恭敬学

園に係る寄附行為認可（諮問番号第1150号（2））について、資料に基づき、事務

局から次のとおり一括説明した。
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【事務局説明】

北海道芸術高等学校は、構造改革特別区域法に基づき、株式会社日本教育工房が十

勝管内の清水町から認可を受けて、平成１８年４月に設置された株式会社立の学校で

あり、これまでも高等学校教育を行ってきております。

この度、将来の学校経営の継続性や安定性及び公共性の維持、教育環境の充実を図

るために、新たに学校法人を設立し、学校法人立の学校に変更するため、設置認可を

申請したものです。

株式会社立学校の学校法人化に当たっては、「設置者変更」又は「学校設置」のい

ずれによるかは、認可庁が判断して差し支えないとの見解が文部科学省から示されて

おりまして、道におきましては、北海道の審査基準に基づき、新たに審査を行い私立

学校審議会の諮問を経て、「新設」の認可の手続を踏む必要があると判断しており、

さきほど「前回答申の処理状況」でご報告いたしましたとおり、本案件につき

ましては、前審議会で設置計画についてご審議いただいたところです。

本日はいわゆる設置の本申請について、ご審議をお願いしたいと考えておりま

す。

道の審査基準におきましては、新たな私立高等学校の設置は当分の間抑制的に対応

することとしておりますが、北海道芸術高等学校は不登校や学力不振に悩む生徒に加

え、芸術分野を積極的に学びたいと望む生徒を受け入れることとしており、これは審

査基準において、例外的な配慮をすることができるとしている「社会経済の急速な変

化に伴う新たな需要に対応するため極めて必要性の高い」ものに該当すると判断して

おります。

それでは、資料２の１ページにしたがってご説明します。

申請内容の概要につきましては、計画を審議いただいた際、おおよそ報告しており

ますので、設置計画申請時から変更となった部分などを主に説明いたします。

北海道芸術高等学校は「余市郡仁木町東町５丁目４番地１」に設置され、旧北海道

仁木商業高等学校の施設を活用しております。設置者は、このあと寄附行為について

ご説明いたしますが、学校法人恭敬学園となります。学校長は、記載のとおり予定さ

れており、北海道置戸高等学校長など教育に関する職に長年従事しています。

５の目的、６の設置時期、７の課程等については、記載のとおりです。

なお、設置される学科は普通科でありますが、教育課程上、学校設定科目として芸

術に関する科目を設置して、普通科の中に芸術に関する８つのコースを設定していま

す。

８の通信教育を行う区域について、計画段階では全国４７都道府県としておりまし

たが、道の審査基準では、「他の都府県を教育区域に加えようとする場合にあっては、

当該都府県及び都府県教育委員会の意見を聴き、これを尊重するものであること」と

規定しており、事前に意見照会を行い、「支障がある」と回答があった８府県を除き、

記載の３９都道府県を教育区域とするものです。

９の教職員組織につきましては、記載のとおり基準を満たしております。

先ほども申しましたが、北海道芸術高等学校は、現在も株式会社立の学校として高

校教育を行っており、現在の在校生は、学校法人立の学校となった場合の開設初年度

に全て受け入れることとしています。これら生徒を含め、初年度から受入に十分な教

職員数となっています。

なお、今年度の１年次及び２年次生の人数は、合わせて約８５０人弱であり、これ

らの生徒を、次年度の２年次生、３年次生として受け入れることと聞いております。

１０の校地及び１１の校舎についてですが、記載のとおり基準を満たしております。
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なお、設置計画の審議の際にも説明いたしましたが、旧仁木商業高校の施設では体

育館面積が基準に適合しなかったため、改修工事を行い、2,214.1㎡となり、審査

基準を満たすこととなったものです。

１２の経費及び維持方法についてですが、生徒納付金、その他収入をもって充てる

こととなっており、初年度及び次年度の収入と支出見込み並びに入学金、授業料等の

金額は記載のとおりとなっております。

最後になりますが、備考欄に記載のとおり、本件は学校教育法の規定に基づき、あ

らかじめ文部科学大臣あてその内容を届け出なければならないこととなっていますの

で、今回の審議会で「認可可」との答申をいただきましても、文部科学大臣がその内

容を確認し、北海道に対し受理した旨を通知をした後の認可となります。

設置認可の説明は以上です。引き続き寄附行為認可申請について説明いたします。

資料の２ページをご覧ください。諮問番号第1150号（2）学校法人恭敬学園の寄

附行為の認可についてご説明します。

今ご説明した北海道芸術高等学校を設置する学校法人恭敬学園の寄附行為の認可に

ついて資料に基づきご説明します。名称は学校法人恭敬学園、法人の所在地は余市郡

仁木町東町５丁目４番地１、設置する学校は北海道芸術高等学校、理事長予定者は坂

井直樹氏、役員については理事定数が６人、監事定数が２人でいずれも任期は４年、

評議員については定数が１３人で任期が４年となっております。

私立学校法では、理事は５人以上、監事は２人以上、評議員は理事定数の２倍を超

える数を必要としており、適正な人数で組織されております。

また、理事になれる方については、すでに株式会社立で高校運営をおこなっており、

学校法人の管理運営に必要な知識や経験を有していることから、審査基準を満たして

おります。

次に財産の関係ですが、校地・校舎については、既に、仁木町に校地、校舎を取得

しており、図書、教具・校具、備品と合わせまして、９千７２２万３千円の基本財産

が、現在の設置者である株式会社日本教育工房から寄附されることとなっており、校

地・校舎、図書、備品等も寄附後には、学校法人の自己所有となり、審査基準を満た

しております。

運用財産の４億円についても、株式会社日本教育工房からの寄附金収入として見込

まれております。審査基準にある「学校の開設年度の経常経費に相当する額の寄附金

が収納されることが確実である」ことを確認しております。

次に設立年度及び設立後３年の予算の概要ですが、経常的な経費である「人件費」、

「教育研究経費」、「設備関係支出」などは、すべて納付金によって賄う計画であり、

借入金等は発生しない見込みであります。運用財産の４億円についても、取り崩すこ

となく、次年度に繰り越されていく予算計画となっております。

審査基準のとおり、経常経費については、生徒納付金をもって充てるものとし、借

入金を充てるものでないこと、また、毎年度の収支の均衡が保たれていることを確認

しております。

なお、いただいた申請書類等により、道の審査基準をすべて満たしていることを確

認しておりますので、申し添えます。以上で、説明を終わります。よろしくご審議の

ほどお願いいたします。

【委員による現地調査】

○委 員 北海道芸術高等学校の設置認可に係る現地調査を、１０月３１日（金）

に学事課職員２名とともに行いましたので、その結果を報告します。

まず、学校関係者から、認可申請書類に基づき説明を受けるとともに、
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校舎、設備等の整備状況について確認を行いました。

高等学校の概要につきましては、資料１ページに記載されているとお

り、高等学校通信制課程として適切な内容であると認められます。

校舎及び設備ですが、一部の教具については、現在清水町の校舎で使

用しているために仁木町に移転前のものがございました。理科実験用消

耗品などで一部未整備のものもありましたが、必要な教室、設備が申請

どおり整備されていることを確認しました。

また、現在清水町で使用している教具については、写真を送付するよ

う依頼し、先般、北海道芸術高等学校から送付されてきた写真を確認し

ています。なお、校舎の外壁について、塗装工事中でありましたが、今

月、１１月中に完成し、引渡しを受けることを確認しております。

現地調査を行った結果、校舎、設備等の整備状況についても適切であ

ったと認められます。

現地調査後、芸術高校に対しては、今後とも必要に応じた設備等の整

備や生徒の安全に配慮した授業展開、及びスクーリングを行う際の宿舎

の手配に万全を期すよう、審議会委員としてお願いをしてまいりました。

現地調査の報告について、以上です。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(２) 私立高等学校の収容定員に係る学則変更認可について

小樽明峰高等学校の収容定員に係る学則変更認可（諮問番号第1150号（3））及

び旭川龍谷高等学校の収容定員に係る学則変更認可（諮問番号第1150号（4））に

ついて、資料に基づき、事務局から次のとおり一括説明した。

【事務局説明】

資料２の３ページをご覧ください。

この２つの案件は、今日の少子化の進行に伴う、入学者の減少に対応するため、学

校法人共育の森学園が設置している小樽明峰高等学校及び学校法人旭川龍谷学園が設

置している旭川龍谷高等学校の収容定員の変更に係る学則変更認可申請があったもの

です。

変更の時期は両校とも平成２７年４月１日を予定しております。現在設置している

学科は両校とも普通科のみで、小樽明峰高校は各学年１７５人の収容定員を１５人ず

つ減じ、１学年１６０人とし、３学年合計では５２５人の収容定員を４８０人へと、

４５人減じようとするものです。

また、旭川龍谷高校は各学年２６０人の収容定員を２０人ずつ減じ、１学年２４０

人とし、３学年合計では７８０人の収容定員を７２０人へと、６０人減じようとする

ものです。両校とも、設置基準上の支障は特にありません。よろしくご審議をお願い

いたします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(3) 私立幼稚園の収容定員に係る園則変更（定員増）認可について

札幌円山幼稚園の収容定員に係る園則変更認可（諮問番号第1150号（5））か

ら、わかばフレンドようちえんの収容定員に係る園則変更認可（諮問番号第1150号

（26））までについて、資料に基づき、事務局から次のとおり一括説明した。
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【事務局説明】

幼稚園の収容定員の増に係る園則変更認可に関する諮問案件について、ご説明いた

します。資料は４ページから８ページまでとなっています。案件説明に先立ち、私立

幼稚園の収容定員の変更に係る審査基準について、本年６月の審議会でも、審査基準

について説明させていただきましたが、改めて説明させていただきます。

これまで、道では、定員審査に当たり、幼稚園設置基準等の国が定める教職員組織

体制や施設及び設備の基準のほか、道独自の基準として、適正配置の観点から、地域

における収容見込み幼児数などについての一定の基準を設けて審査を行ってきたとこ

ろですが、「子ども・子育て支援新制度」の実施を見据えて、この道独自の基準につ

いて、本年４月に見直しを行ったところです。

この「子ども・子育て支援新制度」は、平成２４年８月に成立した「子ども・子育

て支援法」及びその関連する法律に基づき、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て

支援の量の拡充や質の向上を進めていく制度で、平成２７年４月、来年４月にスター

トすることとなっています。

新制度の実施主体は、市町村となり、すべての市町村において地域の教育や保育の

ニーズを把握し、供給計画を策定することとなるほか、施設運営に係る公的助成につ

いて、私立幼稚園につきましても、申し出をしない限り、道からの私学助成ではなく、

市町村から施設型給付を受けるようになり、この施設型給付は、都道府県が認可した

私立幼稚園の認可定員の範囲内で、市町村が利用定員というものを定め、利用実績に

応じて園に支払いをすることとなります。

こうした制度変更に伴いまして、私立幼稚園の設置認可等の審査基準において、国

が定めた幼稚園設置基準を上回る独自基準を設けている他府県では、基準の見直しを

含めた検討が進められており、本道においても、市町村が既存の幼稚園の協力の下に、

地域ニーズに対応した計画策定が可能となるよう、地域における収容見込み幼児数に

関する道独自基準を廃止することとし、本年４月に審査基準の改正を行ったところで

す。

この一部改正によりまして、本道の私立幼稚園の定員変更の際の審査基準は、幼稚

園設置基準等の国が定める教職員組織体制や、施設及び設備の基準遵守、及び幼稚園

の適正運営という基準を満たすことのみを要件とし、当該規定は、施行日である平成

２６年４月１６日以降に収容定員の変更認可の審査を受ける者から適用されることと

しております。

本日、諮問する定員増申請２２件は、この審査基準の一部改正を受けて認可申請書

の提出があったものです。

例年、１１月の審議会で定員変更認可について諮問しておりますが、昨年の諮問件

数は６件、一昨年は１９件となっており例年と比べて、今回の諮問件数が多くなって

いるのは、これまで定員超過していた幼稚園や定員を超える入園希望者がいたものの

入園を断っていた幼稚園が、ただ今、説明させていただいたとおり、審査基準の一部

改正を受けて教職員の配置状況や、施設基準の範囲内で定員を増やすこととしたこと

が要因と考えております。

それでは、諮問番号第1150号（５）から（26）までを一括してご説明いたしま

す。概要のみ説明させていただきますので、各園の変更内容については資料によりご

確認をお願いします。

４ページの諮問番号（５）から５ページの（１１）までの７件は札幌市に所在する

幼稚園、（１２）は恵庭市、（１３）は函館市、（１４）は余市町、６ページの（１５）

は深川市、（１６）から（１８）までの３件は旭川市、（１９）は富良野市、７ペー
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ジの（２０）から（22）までの３件は苫小牧市、（23）（24）は帯広市、８ページ

の（25）（26）は釧路市。以上、８市１町に所在する計22園から定員を増やす旨の

申請があったものです。

定員変更の理由についてですが、各園とも、地域における入園希望幼児数の増加に

対応するため、ということです。

22園の合計でいいますと、現行定員4,510名を5,310名に変更するものであり、

全体で800名の定員増となっております。

なお、いずれの幼稚園も、教職員、施設の整備状況につきましては、幼稚園の設置

基準を満たしております。

変更時期は、いずれも平成27年４月１日となっております。

以上、諮問番号第1150号（５）から（26）までを一括して説明させていただき

ました。ご審議、よろしくお願いいたします

【審議、質疑応答】

○会 長 ただ今の説明につきまして、ご質問、ご意見ございませんか。

○委員Ａ 26番、一番最後にあります、わかばフレンドようちえんの増が17

5名。４学級80名から９学級255名へ。突出している増加だと思う

んですが、何か特別なものがあったんでしょうか。

○事務局 この幼稚園ですが、資料の一番下の備考欄に現在の受入園児数が記

載されています。現在この幼稚園は231名の園児を受け入れており

ます。さきほど審査基準の説明をいたしましたが、この幼稚園は認可

定員が80名であったところ、通常毎年200名超の園児を定員超過し

て受け入れしていた幼稚園です。昨年度までの幼稚園の定員増に係る

審査基準につきましては、「現に認可されている収容定員を超過して、

就園させている数が70名以下であること」となっておりまして、70

人以上超過しているこの幼稚園については、定員増の申請をすること

ができなかった。審査基準を満たしていないので、定員増の申請を受

け付けることができなかった幼稚園となっております。今回の審査基

準の改正によりまして、この審査基準についても、道独自の基準でし

たので、こちらについても廃止したことに伴い、施設等の基準を満た

しているということで、今回申請が上がってきたものです。現行の国

が定める幼稚園の設置基準を満たして、施設の基準、教職員の配置基

準を満たして幼児を受け入れているという状況は、今までも、これか

らも変わらない状況だということですので、道の独自基準の中で、こ

れまで申請できなかったものが、これを一部廃止したことによって、

申請が可能となったという案件になっております。

○委員Ｂ 今回のこの件については、おそらく少子化による幼稚園の子どもの

収容の減少、それから働くお母さんが出てきたことによる、保育園の

待機児童への対応ということでの幼保一元化の国の施策の一つかと思

われますが、例えば札幌市においては、かなり増えるかたち、それか

ら他の地方都市においては、減少とういうかたちになってますけども、

これで全てが解決するとは思わないんですが、今後の動向として、札

幌市でこれで全て待機児童が減少するというわけでもないかと思うん

ですが、さらに、こういった申請が増えると道としては考えているん

でしょうか。

○事務局 先ほど少し説明をさせていただいた「子ども・子育て支援新制度」
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という制度、これは内閣府、文科省、厚労省が主体となって、全国で

来年４月からスタートする制度になっております。この制度は各市町

村が地域における教育・保育を必要とするニーズをきちんと把握し

て、適切な供給計画を立てようというもので、供給計画に沿って運営

している施設に対しては、国がきちんとした財源を確保して、施設運

営に充てる経費を措置するという仕組みになっております。この制度

がスタートしますと、より地域に根ざした教育・保育が実施されます。

これまで私立の幼稚園については北海道が認可をして指導監督を行っ

ておりましたが、この計画がスタートしますと、幼稚園については、

道の認可という仕組みは変わらないんですが、お金を出す仕組みが道

から市町村へ変わると。その中で市町村の供給計画に合った体制とい

う指導も市町村からされるということになりますので、より地域に根

ざした定員の配置ということが可能になるかと思います。私立の幼稚

園については、定員を増やす、減らすにつきましても、設置者の申請

行為に基づきまして、認可をする仕組みになっておりますことから、

今後は市町村がきちんとニーズを把握してその予想も踏まえた中で各

幼稚園が対応できる仕組みに変わっていくのではないかと考えており

ます。

（ほかに出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(4) 私立幼稚園の収容定員に係る園則変更（定員減）認可について

北光幼稚園の収容定員に係る園則変更認可（諮問番号第1150号（27））及び根室

カトリック幼稚園の収容定員に係る園則変更認可（諮問番号第1150号（41））につ

いて、資料に基づき、事務局から次のとおり一括説明した。

【事務局説明】

幼稚園の収容定員減に係る園則変更認可に関する諮問案件について説明させていた

だきます。

資料は９ページから11ページまでの15件となります。定員の減に関しましては、

毎年、恒常的に実員が定員を下回っている幼稚園を設置する法人に対し、適正定員に

ついての検討をお願いしているところです。各法人において検討いただいた結果、本

年度は幼稚園の収容定員の減に係る園則変更認可申請が１５件提出されております。

例年、11月の審議会で定員変更認可について諮問しておりますが、定員減につき

ましても、昨年の諮問件数は６件、一昨年は11件となっており、例年と比べて、定

員減に関しても諮問件数が多くなっているのは、これも、先ほどの定員増の場合と同

様に平成27年度から実施される「子ども・子育て支援新制度」を見据えての対応と

考えております。

新制度が実施されますと、私立幼稚園についても、申し出をしない限り、道からの

私学助成ではなく、市町村から施設型給付を受けることになりますが、この施設型給

付を受けることとした幼稚園に対しては、市町村が道が認可した定員の範囲内で利用

定員というものを定め、幼稚園は利用定員の区分に応じた施設型給付を得て運営する

こととなり、この利用定員区分による園児一人あたり単価は、スケールメリットを考

慮して小規模園ほど高く設定されております。

国では、利用定員は、認可定員に一致させることを基本としつつ、恒常的に利用人

員が少ない場合は、認可定員の範囲内であれば、利用実績に基づき市町村が定めるこ
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とができるとしており、認可定員を利用定員に合わせて減少させる手続きを必ず求め

るものではないとしているが、利用定員区分により園児一人あたり単価は、小規模園

ほど高く設定されており、利用定員は、認可定員に一致させることを基本としている

ことから、新制度への移行を想定し、幼稚園が自主的に認可定員を実員と近づけよう

としたことにより、定員減の申請が増加したのではないかと考えております。

それでは、諮問案件の説明をさせていただきます。本件につきましても、概要のみ

説明させていただきますので、各園の変更内容については資料によりご確認ください。

全体で10市３町に所在する15園から定員を減らす旨、申請があったものです。

定員変更の理由についてですが、９ページの諮問番号1150号（29）太陽の子幼

稚園を除く各園は、地域における入園希望幼児数の減少のためとなっておりますが、

９ページの（29）太陽の子幼稚園は、「幼稚園型認定こども園」として、平成27年

４月より幼稚園舎の余裕スペースを活用し、認可外保育施設を併設運営することを予

定しており、この認可外保育施設の園児の受け入れを想定して、平成27年４月より

幼稚園定員を減少するものです。

15園の合計でいいますと、現行定員2,005名を1,595名に変更するものであり、

全体で410名の減少となっております。

なお、いずれの幼稚園につきましても、教職員数、施設の整備状況につきましては、

幼稚園の設置基準を満たしており、定員減は妥当なものと考えております。

また、今回の定員減に対する影響についてでありますが、該当する幼稚園が所在す

る10市３町の私立幼稚園の総定員は、総園児数に対して余裕があり、園児の収容に

影響はない状況となっております。

説明は以上です。ご審議お願いいたします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(５) 私立幼稚園の廃止認可について

愛幼稚園の廃止認可（諮問番号第1150号（42））及び津別青葉幼稚園の廃止認可

（諮問番号第1150号（43））について、資料に基づき、事務局から次のとおり一括

説明した。

【事務局説明】

資料12ページ、幼稚園の廃止認可に関する諮問案件、２件を一括してご説明いた

します。

まず、諮問番号第1150号（42）をご覧下さい。学校法人近江学園が松前郡松前

町に設置している「愛幼稚園」についてですが、当時の園長の入院により、園運営が

困難になったことにより、平成14年４月より休園をしておりましたが、その後、園

長の健康状態はある程度回復し、再開可能となったものの地域の人口が減少し急速に

少子化が進んだことにより、法人内で検討した結果、将来にわたり幼稚園の安定運営

に必要な園児確保が困難として、今回、廃止の申請があったものです。同園につきま

しては、平成14年４月１日より休園しており、在園児、教職員とも在籍者はおりま

せん。廃止の時期については、今年度末、平成27年３月31日としています。指導要

録につきましては、北海道において保管することとしております。

次に諮問番号第1150号（43）学校法人津別大谷学園が網走郡津別町に設置して

いる「津別青葉幼稚園」についてです。園児数の減少により、幼稚園運営の継続が困

難となったため、廃止の申請があったものです。在園児29名のうち、この３月に卒

園予定の７名を除く22名は、平成27年４月に開園予定の「認定こども園」に転園す
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ることとなっており、教職員につきましては、全員が退職予定となっております。廃

止の時期は、園児の卒園及び転園に合わせて平成27年３月31日とし、廃止後、指導

要録につきましては、北海道において保管することとしております。

本日の諮問案件の２件についてですが、いずれも、設置者である学校法人は当該幼

稚園１園のみを設置運営しておりますことから幼稚園の廃止に伴い、学校法人を解散

する予定です。

（42）の愛幼稚園を設置する学校法人近江学園の解散認可申請については、次の

諮問事項でお諮りさせていただきますが、（43）の津別青葉幼稚園を設置する学校法

人津別大谷学園では、現在、財産処分等、解散に向けた準備を行っているところであ

り、準備が整い次第、解散認可申請が提出されることとなっておりますので、改めて

お諮りさせていただきます。

また、２園の廃止に対する影響についてでありますが、（42）の「愛幼稚園」につ

いては、平成14年度より休園しており、松前町内の私立幼稚園の受け入れ可能数に

変更はないことから園児の収容に影響はない状況となっております。（43）の「津別

青葉幼稚園」が所在する津別町では、今回の廃止により町内に私立幼稚園はなくなる

こととなりますが、先ほど説明しましたとおり町内に認定こども園が開設される予定

であることから、園児の収容に影響はない状況となっております。

以上、幼稚園の廃止認可２件につきまして、ご審議をお願いいたします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(6) 学校法人の解散認可について

学校法人近江学園の解散認可（諮問番号第1150号（44））について、資料に基づ

き、事務局から次のとおり説明した。

【事務局説明】

資料13ページをご覧下さい。学校法人近江学園の解散認可につきまして、説明さ

せていただきます。

今回諮問する案件につきましては、先ほど諮問させていただいた幼稚園の廃止認可

申請２件のうち、愛幼稚園を設置する学校法人近江学園から当該幼稚園の廃止に伴い、

幼稚園の廃止と同じく平成27年３月31日をもって学校法人を解散するとして認可申

請があったものです。

解散に伴う残余財産については、寄附行為に基づき処分することとしており、解散

後、４月以降に清算事務を行うこととしております。清算が終了しましたら、本審議

会に報告させていただくこととしております。

以上、学校法人の解散認可について、ご審議をお願いいたします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(７) 私立専修学校に係る目的変更認可について

札幌リゾートアンドスポーツ専門学校に係る目的変更認可（諮問番号第１１５０号

（45））について、資料に基づき事務局から次のとおり説明した。

【事務局説明】

私立専修学校に係る目的変更認可につきまして、ご説明いたします。

資料14ページ、諮問番号第1150号の（45）をご覧ください。学校法人三幸学園が
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札幌市に設置する「札幌リゾートアンドスポーツ専門学校」の目的変更認可について

ですが、当該専門学校は、現在、文化教養分野に健康スポーツ科ほか３学科を設置し

ておりますが、今回新たに、医療分野を設置したいとして、目的変更認可申請が提出

されたものです。

内容としましては、医療分野に鍼灸科及び柔整科の昼間・夜間、計４学科を設置す

るもので、いずれの学科も修業年限３年、入学定員27名であり、総定員を704名と

する申請となっております。

変更時期は、平成27年４月を予定しており、申請書を審査した結果、教員数、校

舎面積等は全て基準を満たしております。

変更認可につきましては、厚生労働省からはり師、きゅう師、柔道整復師養成施設

の指定を受けることが条件になりますので、その指定について確認をした上で、目的

変更認可を行いたいと考えております。

以上、専修学校の目的変更認可につきまして、ご審議よろしくお願いします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

(８) 私立専修学校の廃止認可及び学校法人の解散認可について

札幌建築デザイン専門学校の廃止認可（諮問番号第1150号（46））及び学校法人

河村育英会の解散認可（諮問番号第1150号（47））について、資料に基づき、事務

局から次のとおり一括説明した。

【事務局説明】

私立専修学校の廃止認可１件及び学校法人の解散認可１件つきまして、一括してご

説明させていただきます。

まず、資料15ページ、諮問番号第1150号の（46）をご覧ください。

学校法人河村育英会が札幌市に設置する「札幌建築デザイン専門学校」の廃止認可

についてです。

入学者の減少等により学校運営の継続が困難となったため、学校廃止の申請があっ

たものです。

在籍していた生徒については、平成25年７月に、全員、他校へ編入しております。

教職員については、平成25年６月に、全員、退職しております。

また、当該専修学校の廃止と併せて「学校法人河村育英会」の解散認可申請が提出

されておりますので、指導要録等については、北海道で保管することとしております。

次に、学校法人の解散認可についてでありますが、資料１６ページ、諮問番号第

1150号の（47）をご覧ください。

「札幌建築デザイン専門学校」のみを設置する「学校法人河村育英会」から、当該

専門学校の廃止に伴い、学校法人を解散するとして解散認可申請があったものです。

解散に伴う残余財産については、寄附行為に基づき処分することとしており、解散

後、清算事務を行うこととしております。清算が終了しましたら、本審議会に報告さ

せていただくこととしております。

以上、私立専修学校の廃止認可及び学校法人の解散認可につきまして、ご審議のほ

どよろしくお願いします。

（出席委員からの質疑はなく、全会一致で申請どおり認可可とされた。）

８ 報告事項
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はじめに、資料３に基づき、（仮称）認定こども園あおぞら幼稚園の設置計画の取下

げについて、事務局から報告を行った。

次に、資料４及び資料５に基づき「平成２６年度北海道・東北・新潟県私立学校審議

会協議会」及び「第６９回全国私立学校審議会連合会総会」について出席した委員から

報告を行った。

９ 閉 会

以上をもって、平成26年度第２回北海道私立学校審議会を終了した。


